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資料３－１

個別支援ファイルの
活用状況と有効な活用方法について
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現状と課題

（１）経緯
令和７年３月に発出した「発達障がい児者が

身近な場所で必要な支援が受けられる体制づく
りに向けた提言」において、市町村と県をはじ
めとした関係機関が取り組むべき具体的な内容
が示されたところ。

➡ 各提言内容のうち「個別支援ファイル」の
活用に関する目的と課題を確認。



（参考２）就学支援の重要性
～成人期を見据えた支援への引継ぎのための就学支援～
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現状 課題 今後の方向性

本人の状況把握、保護

者の意向把握

・保健師、保育士や幼稚園教諭、親子教室や児童発達支

援の従事者などがそれぞれで把握

・一部市町村や地域の支援システムを利用できた親子

は、分野をまたいだ情報の共有が実現

・障害児相談支援実施状況の地域差あり

・保護者や多職種の視点から見て、地域の支援システム

のわかりにくさ

・教育側からみた、子どもや保護者に関する必要な情報

を一括して引継ぎを受けられる窓口が不明

・保護者や多職種の視点から見た支援システムの可視化

を踏まえ、児童発達支援センター等の中核的な支援機能

の整備、供給力の拡大を地域で検討すること

・いわゆるセルフプランとなる保護者を減少させるよ

う、障害児相談支援の提供、供給力の拡大を地域で検討

すること

情報の整理、就学支援

ファイル等の作成のよ

うな可視化

・就学支援ファイルを18市町村で活用 ・就学支援ファイル未活用市町村の解消

・就学支援ファイル活用状況の可視化

・就学支援ファイル未活用市町村への活用働きかけ

・就学支援ファイル作成児童数を把握するなど、継続的

な実態の把握

保健、医療、福祉、保

育等と教育との多職種

連携

・就学時健診の実施前に母子保健、障がい福祉、子育て

支援等で実施しているカンファレンス等に教育委員会の

就学支援担当者が出席し、就学予定児の情報共有をして

いる市町村は23市町村

・多機関での情報共有に係る保護者同意書を取得してい

る市町村は９市町村

・情報共有においては、保護者同意書の取得が欠かせな

いため、その取組市町村数の増加が必要

・カンファレンス等において就学予定児の情報共有をし

ている市町村数の継続的な把握

・保護者同意書の取得について市町村への啓発の実施

就学時において、子どもの出生時から就学直前に至る状態像、これまでの療育内容、子どもの障がいに係る
保護者の受け止め、保護者の意向等必要な情報を一括して教育に引継ぐことができる環境づくりに向けて、
課題等の整理が必要。

市町村の母子保健担当保健師

療育教室等従事者

保育士・幼稚園教諭

児童発達支援事業所
従業者

出生 保育所等への就園 （就学支援）
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※提言概要より抜粋



（参考３）「個別支援ファイル」「引継ぎシート」を通じた多職種連携・切れ目ない支援の実現 4

「個別支援ファイル」（毎年実施されている全国調査「発達障害者支援に関する調査」による定義）
子どもの支援に関する情報共有を図るためのツールとして、市町村で作成している母子管理カードとは別に、発達歴や特徴、

対応方法などを記したもので、基本的には保護者が管理しているものを指します。

（ファイル作成の目的）参考：「教育支援のためのガイドライン」（平成28年３月 岩手県教育委員会）
・ 特別な支援を必要とする子どもについて、障がい等の特性、指導・支援の内容、関わっている支援機関の情報をまとめ、
関係機関が子どもの支援に関する情報を共有する

・ ライフステージの移行において次の支援機関へ支援に関する情報を円滑に引き継ぐ

（ファイルの作成者）参考：「教育支援のためのガイドライン」
・ 就学支援ファイルは「就学時に教育が主になって作成」
・ 相談支援ファイルは「乳幼児期に保健福祉が主になって作成」

（ファイルの内容、体裁、様式は地域によって様々）

「引継ぎシート」（特別支援教育指導資料ＮＯ.47引継ぎシート作成・活用ガイドブック（岩手県教育委員会）から）
（根拠）学校教育法施行規則・・・特別支援学校に係る規定であるが他の校種でも準用規定あり
第百三十四条の二 校長は、特別支援学校に在学する児童等について個別の教育支援計画（学校と医療、保健、福祉、労働等
に関する業務を行う関係機関及び民間団体（次項において「関係機関等」という。）との連携の下に行う当該児童等に対す
る長期的な支援に関する計画をいう。）を作成しなければならない。

２ 校長は、前項の規定により個別の教育支援計画を作成するに当たつては、当該児童等又はその保護者の意向を踏まえつつ、
あらかじめ、関係機関等と当該児童等の支援に関する必要な情報の共有を図らなければならない。

就
学
支
援

【個別支援ファイルは、一部を除き根拠法令なし】
例外：保育所保育指針解説
「就学に向けた支援の資料を作成するなど、保育所
や児童発達支援センター等の関係機関で行われてき
た支援が就学以降も継続していくよう留意」

出生 保育所等への就園 就学 中学校進学 高校進学 卒業

就学支援ファイル

相談支援ファイル
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計画

個別の教育支援
計画
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計画
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個別支援ファイル・引継ぎシートを利用した多職種連携・切れ目ない支援の実現

地域において子どもと家族の情報を集約し引き継いでいくことについて、地域自立支援協議会等、部局横断
で構成される検討組織で議論し、取扱いを定める必要がある ※提言概要より抜粋
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支援ファイルの活用について

※教育支援のためのガイドラインより引用

保護者や
児童本人が
乳幼児期から
成人期に
わたって
活用していく
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現状と課題

※R6年度厚労省発達障害者支援に関する調査より
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現状と課題

（２）課題

・ 個別支援ファイルを活用していない市町村
があること
・ 個別支援ファイルが作成されていても（そ
の意図が十分理解されていない等の状況があっ
て）保護者が促さないと関係機関が確認しない
例がある。
・ 個別支援ファイル未活用の市町村の解消に
向け、ファイル作成児童数の把握が必要である。
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現状と課題

（３）提言の内容
・ 児童のライフステージに応じて代わり続け
る支援者が発達障がいの存在を認識し、適切な
対応をするため、保育、福祉、教育等の関連分
野をまたいで個別支援ファイル（「就学支援
ファイル」「引継ぎシート」の両方を含む。）
を使用し、運用し続けながら必要な改善を行う
こと。
・ 市町村における個別支援ファイル作成児童
数など活用状況を継続的に把握すること。
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現状と課題

令和７年８月、市町村における個別支援ファ
イルの導入状況や作成児童数などの活用状況
に係る調査を実施 ※33市町村中29市町村から回答

➡ 現状や市町村の意向等を把握し、新規導
入や有効な活用方法の検討につなげる。
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現状と課題

導入済の市町村における「個別支援ファイル」の利用者の把握状況

・ 利用申請方式や関係機関からの報告により把握している自治体が
多い。
・ 各関係機関で配布簿を作成し年度末に教育委員会で集計している
事例あり。
・ HP等で公表しており、保護者等が独自に利用している実態もある
ため、全数の把握に至っていない状況がある。

把握 6

一部把握 5

未把握 6
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現状と課題

利用者を把握している市町村における「個別支援ファイル」の実利用者数

・ ０人～５０人代は１市、３町村において計上
・ 一部の市部において４００人以上の利用者を計上

0人～50人 4

51人～100人 3

101人～150人 1

151人～200人 1

201人以上 2
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現状と課題

利用者を把握している市町村における「個別支援ファイル」の利用率（推計）

・ 支援ファイルの利用を想定している対象者への現状の利用率に関する回
答。
・ 半数以下の利用率に留まっていると回答している市町村がある一方、半
数以上の利用に至っていると回答している市町村が多い。

20%以下 2

21％～40％ 2

41％～60％ 0

61％～80％ 2

81％～100％ 4
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現状と課題

個別支援ファイル利用者を増やすための取り組み

・ 市町村のHP内で周知し、様式等をダウンロードができるようにしている。
・ 保護者が相談に来た際や関係機関から利用を勧めている。
・ 障がい児通所支援サービス等を利用する児童は全員作成することとしてい
る自治体があった。
・ 教育委員会派遣駐在指導主事が幼稚園と保育園を訪問し、保護者に「就学
ガイダンス」として説明している事例あり。
・ 自立支援協議会や児童発達支援事業所関係者会議の場を利用した周知を
行っている事例あり。

1 8

2 2

3 1

4 14

5 6

6 9

7 0特に取り組んでいることはない。

HPに掲載している。

庁舎や関係機関に利用案内等を掲示（配布）し周知している。

市町村の広報やSNS等に掲載している。

相談に来た保護者に周知・説明し利用を勧めている。

乳幼児健診や療育教室等に参加した際に周知・説明し利用を勧めている。

関係機関（支援事業所、こども園、保育所、学校等）から利用を勧めている。
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現状と課題

導入済の市町村における「個別支援ファイル」の活用上の課題

・ 各市町村において目標利用者数に至っていない状況がある。
・ 学校や医療医機関との十分な共有に至っていない傾向がある。
・ 保護者の同意が得られないと作成できないため、作成していな
い児童生徒について情報共有に難しさがある。
・ 県内で統一した様式にすることで効果的に活用する保護者が増
えるとの意見あり。

※ 複数回答あり

1 利用者が本来活用してほしい方の利用に至っていない。 6

2 利用者数が目標としている利用者数に至っていない。 5

3 支援ファイルの内容や項目に修正が必要。 4

4 支援ファイルが支援事業所と共有されていない。 4

5 支援ファイルがこども園や幼稚園、保育所と共有されていない。 4

6 支援ファイルが学校と共有されていない。 9

7 支援ファイルが医療機関と共有されていない。 8

8 支援ファイルが他機関（発達障害支援センター、児童相談所等）と共有されていない。 6

9 転出・転入した際に、他の市町村との引き継ぎが困難。 5

10 特に課題と感じていることはない。 1
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現状と課題

導入していない市町村における「個別支援ファイル」の導入予定

・ 町村部を中心に導入に消極的な市町村が多い。
・ 一方で、導入・活用までの手続きが不明なことから未定と回
答している市町村があった。

予定有 0

予定無 7

未定 5
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現状と課題

「個別支援ファイル」の導入予定はない、または未定とした理由

・ 一部の市町村で導入を検討している状況がある。
・ 町村部において、支援ファイル以外の方法で情報共有や連携が足り
ているとの回答が多い。

※ 複数回答あり

1 導入・活用のメリットを感じない。メリットがわからない。 1

2 導入・活用のメリットは感じており検討しているものの、着手に至っていない。 2

3 導入までの事務が大変そうであり、導入しづらい。 2

4 活用開始後の事務が大変そうであり、導入しづらい。 1

5 導入・活用までの手続きがわからない。 4

6 支援ファイル以外の方法で、必要な支援や情報共有、関係機関連携が足りていると感じる。 8

7 支援対象者数が少数であり、導入のメリットが少ない。 3

8 特に理由はない。 0
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論点

（１）導入に至っていない市町村の支援ファイル導入
に向けて
・ 支援ファイルの導入手続きの整理
・ 導入済み市町村のモデル事例の収集
・ 導入の必要性が無いと捉えている市町村があり、
有効性をどのように伝えていくか

（２）導入済みの市町村における更なる有効活用に向
けて
・ 関係機関との共有、連携について
・ 各ファイルとの統合(一体化)の検討
・ 支援ファイルの様式例の検討
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取り組みの事例

北上市「相談支援ファイル」

・ 自立支援協議会こども部会に教育関係者も
参画し、当ファイル作成に向けて協議。市教委
と障がい福祉課が共同で発出。
・ 各機関がそれぞれの様式で取り扱ってきた
情報等（就学支援関連含む）を当ファイルの様
式に網羅。
・ 就学前から成人まで、適切な一貫した支援
が継続して行われることを目指す。
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（参考）北上市「相談支援ファイル」
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（参考）北上市「相談支援ファイル」
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（参考）北上市「相談支援ファイル」
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（参考）北上市「相談支援ファイル」
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（参考）北上市「相談支援ファイル」
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（参考）北上市「相談支援ファイル」
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（参考）北上市「相談支援ファイル」
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（参考）北上市「相談支援ファイル」
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取り組みの事例

盛岡市「てtoて」

・ 自立支援協議会子ども発達支援分科会を設置し、
障がい児に対する早期支援体制構築について協議。
・ 特別な支援を要する幼児に係る「就学支援シー
ト」を当ファイルに収納され、学校において活用。
・ 各機関の取組みを教育支援の視点で意味付けし活
用することにより、持続可能かつ横断的な取組みにつ
ながっている。

※教育支援のためのガイドラインより引用
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（参考）盛岡市「てtoて」
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（参考）盛岡市「てtoて」
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論点

（１）導入に至っていない市町村の支援ファイル導入に向けて
・ 支援ファイルの導入手続きの整理
・ 導入済み市町村のモデル事例の収集
・ 導入の必要性が無いと捉えている市町村があり、有効性を
どのように伝えていくか

（２）導入済みの市町村における更なる有効活用に向けて
・ 関係機関との共有、連携について
・ 各ファイルとの統合(一体化)の検討
・ 支援ファイルの様式例の検討

本会議の協議内容を踏まえて、市町村における
支援ファイルの導入・活用に向けた取組みを進め
ていく。


